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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第30期

中間連結会計期間
第31期

中間連結会計期間
第30期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （千円） 5,632,935 6,437,203 11,633,829

経常利益又は経常損失（△） （千円） 577,432 △40,836 1,117,974

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） 444,551 △47,477 763,810

中間包括利益又は包括利益 （千円） 419,846 △70,015 666,639

純資産額 （千円） 4,369,101 4,642,681 4,642,097

総資産額 （千円） 7,892,141 12,317,575 11,995,243

１株当たり中間（当期）純利益又

は１株当たり中間純損失（△）
（円） 2.67 △0.28 4.58

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 52.6 36.2 37.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 537,222 98,648 1,321,514

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,465,479 △862,990 △2,155,878

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △149,737 △432,954 3,636,278

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,222,737 5,908,386 7,107,324

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、第30期中間連結会計期間及び第30期は希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。

第31期中間連結会計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるため記載していません。
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２【事業の内容】

当社グループ（当社並びに連結子会社６社及び持分法適用関連会社１社を指し、以下同様とする）は、2026年５月

に策定した「ビジョン2030」に基づき、当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業を次のとおり変更し

ました。なお、当中間連結会計期間において、主要な関係会社の異動はありません。

 

(1) 当社グループが営む事業の種類及び概要（主要な関係会社との関連を含む）は、以下のとおりです。なお、当中

間連結会計期間における当社グループの報告セグメントは「モバイル通信サービス及びモバイル・ソリューショ

ン」の単一セグメントであるため、各事業のセグメント情報との関連の記載は省略いたします。

 

① 通信サービス事業（ＭＶＮＯ／ＭＶＮＥ事業及びＭＳＰ事業）

　当社グループは、携帯電話事業者のモバイル通信ネットワーク（注１）等を活用し、日本国内でＭＶＮＯ（注

２）またはＭＶＮＥ（注３）としてモバイル通信サービスを提供し、日本国内及び米国でモバイル・ソリュー

ション・プラットフォーム（ＭＳＰ）を提供しています。

事業の種類 事業の概要 主要な関係会社

（ⅰ）ＭＶＮＯ事業

（日本）

（販売ブランド：日本通信

ＳＩＭ、ｂモバイル等）

日本国内において、主に個人（訪日旅行者や中小法人

を含むものとし、以下同様とします）向けに、ＳＩＭ

を提供してモバイル通信サービスを提供する事業

（2001年12月個人向けサービスとして提供開始）

H.I.S.Mobile株式会社

（ⅱ）ＭＶＮＥ事業

（日本）

日本国内において、主に個人向けにＭＶＮＯ事業を展

開するパートナーに対して、各パートナーの要望に応

じたモバイル通信サービスを提供する事業

（2014年11月サービス開始）

－

（ⅲ）ＭＳＰ事業（日本） 日本国内において、法人顧客またはパートナー（ＭＶ

ＮＯ、金融機関、決済代行業者、システムインテグ

レーター、メーカー等）に対して、各顧客またはパー

トナーの要望に応じたモバイル・ソリューションを提

供する事業

（2016年１月サービス開始）

－

（ⅳ）ＭＳＰ事業（海外） 米国において、法人顧客（金融機関等）またはパート

ナー（システムインテグレーター等）に対して、各顧

客またはパートナーの要望に応じたモバイル・ソ

リューションを提供する事業

（2007年11月サービス開始）

JCI US Inc.

 

② デジタルトラスト事業

　当社グループは、当社が特許を取得した技術であるＦＰｏＳ（注４）を活用したデジタル認証基盤に基づき、

日本国内において、スマートフォンで利用できるデジタルＩＤによるプラットフォーム及びソリューションを提

供しています。

事業の種類 事業の概要 主要な関係会社

デジタルトラスト事業

（日本）

日本国内において、地域金融機関、地方自治体、地域

通貨発行事業者、交通機関、大学その他の事業者に対

して、ＦＰｏＳ及び関連技術を活用したデジタルＩＤ

を提供し、身元確認、当人認証、電子署名及びデータ

連携等の機能を提供する事業

（2026年４月サービス開始）

my FinTech株式会社
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(2) 当社グループの事業系統図は、以下のとおりです。なお、当中間連結会計期間における当社グループの報告セグ

メントは「モバイル通信サービス及びモバイル・ソリューション」の単一セグメントであるため、各事業のセグ

メント情報との関連の記載は省略いたします。
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(3) 当社グループが営む事業の詳細は、以下のとおりです。

① 通信サービス事業（ＭＶＮＯ／ＭＶＮＥ事業及びＭＳＰ事業）

　当社は日本国内において、携帯電話事業者（ドコモ及びソフトバンク）のモバイル通信ネットワーク等を活用

し、当社グループが開発したサービスと組み合わせて、（ⅰ）「日本通信ＳＩＭ」及び「ｂモバイル（ビーモバ

イル）」のブランドで主に個人向けにモバイル通信サービスを提供する事業（ＭＶＮＯ事業）、並びに、（ⅱ）

主に個人向けにＭＶＮＯ事業を展開するパートナー（ＭＶＮＯ）にモバイル通信サービスを提供する事業（ＭＶ

ＮＥ事業）を営んでいます。

　また、当社グループは日本国内及び米国において、携帯電話事業者（日本においてはドコモ及びソフトバン

ク、米国においてはVerizon Wireless）のモバイル通信ネットワーク等を活用し、当社グループが開発したサー

ビスと組み合わせて、主にパートナーや法人向けにモバイル・ソリューション・プラットフォーム（ＭＳＰ）を

提供する事業（ＭＳＰ事業）を営んでいます。

 

　（ⅰ）ＭＶＮＯ事業（日本）

　ＭＶＮＯ事業では、ＳＩＭにインターネット接続サービス及び音声通話サービス等を組み合わせて提供してい

ます。顧客はＳＩＭをスマートフォン等に搭載することで手軽にインターネットを利用することができます。

 

　（ⅱ）ＭＶＮＥ事業（日本）

　ＭＶＮＥ事業では、主に個人向けにＭＶＮＯ事業を展開するパートナーに対し、モバイル通信サービスを提供

するとともに、パートナーがＭＶＮＯ事業を円滑に運用するためのソリューションを提供しています。

　当社は、ＭＶＮＥ事業において、パートナーであるＭＶＮＯの要望に応じてモバイル通信サービスを企画・開

発し、モバイル通信ネットワーク、通信端末、端末用ソフトウェア、認証システム、課金・請求システム及び顧

客管理システム等を提供するとともに、パートナーから、モバイル通信サービスの運用にかかるネットワーク・

マネジメント、コールセンター及び物流等に関する業務を受託しています。当社は、これらの業務にかかるパー

トナープラットフォームを提供することで、ＭＶＮＯの事業活動を後方から強力に支援しています。

 

　（ⅲ）ＭＳＰ事業（日本）

　日本国内のＭＳＰ事業では、法人顧客またはパートナー（ＭＶＮＯ、金融機関、決済代行業者、システムイン

テグレーター、メーカー等）にモバイル・ソリューションを提供しています。

　モバイル・ソリューションとしては、モバイル専用線（注５）によるセキュアなネットワーク、マルチキャリ

アとの接続による冗長性を備えたデュアル・ネットワーク製品、ネットワークをEnd to Endで保守するための機

器監視サービス、ローカル５Ｇ（注６）向けのＳＩＭなどがあります。

このうち、デュアル・ネットワーク製品は、複数の携帯電話事業者の回線によるモバイル専用線を冗長構成し

たもので、主回線に障害が発生した場合は自動的に副回線に切り替わり、常に通信を維持することができるもの

です。無線通信は、固定通信に比べて導入及び維持のためのコストを抑えることができますが、セキュリティ、

エリアカバレッジ、安定した通信の確保等が課題となっていました。デュアル・ネットワーク製品は、無線通信

によってコストを抑えつつ、専用線の冗長化により、安定した通信を確保することができます。

　また、ローカル５Ｇ向けのＳＩＭは、企業や教育機関等に提供しています。ローカル５Ｇは、通信事業者では

ない企業や教育機関、自治体等が独自の５Ｇネットワークを構築して運用するものですが、ローカル５Ｇの運営

者がＳＩＭを用意するため、通信事業者のサポートが必要です。当社は、日本及び米国で培った技術及びノウハ

ウを活用し、ローカル５Ｇを構築・運用する企業や教育機関等を支援しています。

 

　（ⅳ）ＭＳＰ事業（海外）

　海外のＭＳＰ事業では、当社の連結子会社であるJCI US Inc.が、Verizon Wirelessのモバイル通信ネット

ワーク等を活用し、当社グループが開発したサービスと組み合わせて、主に米国において、法人顧客（金融機関

等）またはパートナー（システムインテグレーター等）にモバイル・ソリューションを提供しています。

　主なモバイル・ソリューションとして、金融情報やＰＯＳデータなど、極めて重要な情報をやりとりする顧客

に、ＶＰＮを使用しないモバイル専用線サービスを提供しています。このサービスの強みは、ＡＴＭ（現金自動

支払機）等の端末から決済センターまでのEnd to Endを無線の専用線で完結させることで、インターネットに出

ることなく、強固なセキュリティを確保した通信サービスを提供することができることです。

　また、JCI US Inc.は、ＣＢＲＳ（市民ブロードバンド無線サービス）向けに「ハイブリッドＳＩＭ」（ロー

カル基地局及び携帯電話事業者の基地局の両方を使うことができるＳＩＭ）を提供しています。

 

 

EDINET提出書類

日本通信株式会社(E04473)

半期報告書

 5/25



② デジタルトラスト事業

　当社グループは、当社が特許を取得した技術であるＦＰｏＳを活用したデジタル認証基盤に基づき、日本国内

において、スマートフォンで利用できるデジタルＩＤによるプラットフォーム及びソリューションを提供してい

ます。なお、ＦＰｏＳによるサービスの提供者は当社の連結子会社であるmy FinTech株式会社となります。

　my FinTech株式会社は、地域金融機関、地方自治体、地域通貨発行事業者、交通機関、大学その他の事業者に

対して、デジタルＩＤの認証基盤として「ＦＰｏＳライブラリ」を提供し、信頼性の高い本人確認及び認証の実

現、並びに安全かつシームレスに利用できる環境の実現に貢献しています。

　さらに、「ＦＰｏＳライブラリ」が提供する認証基盤は、利用者本人の明示的な許諾のもと、個別最適化され

た事業者を超えたパーソナルデータの連携を可能にしています。当社グループは、これらの認証基盤の強化及び

ＦＰｏＳの採用拡大によるパーソナルデータの連携を推進し、理想のデジタル社会の実現を目指しています。

 

 

（注）１．モバイル通信ネットワークとは、携帯電話等の移動体通信で使用される無線ネットワーク網をいいます。

２．ＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator：仮想移動体通信事業者）とは、ＭＮＯ（Mobile Network

Operator：移動体通信事業者）が保有する無線ネットワークを利用し、独自のサービスを企画・構築し、独自

の販売ルートでサービスを提供する事業者をいいます。

３．ＭＶＮＥ（Mobile Virtual Network Enabler）とは、ＭＶＮＯとの契約に基づき、当該ＭＶＮＯの事業の構築

を支援する事業を営む企業をいいます。

４．ＦＰｏＳ（FinTech Platform over Security module）とは、当社が開発した、スマートフォンに搭載された

「ハードウェアで守られた秘密鍵」と認証局の仕組みにより本人性及び真正性を担保するデジタル社会のため

の信頼基盤をいいます。

５．モバイル専用線とは、当社が提供するサービスの名称で、モバイル通信ネットワークによる専用線サービスを

いいます。

６．ローカル５Ｇとは、通信事業者が全国に展開する第５世代移動通信システム（５Ｇ）とは異なり、通信事業者

ではない企業や自治体が、特定の建物、敷地、企業、工場、自治体等の限られた地域で独自の５Ｇネットワー

クを構築して運用するシステムをいいます。

 

ＭＶＮＯ/ＭＶＮＥ概念図

　　　　　

　　　　　出典：ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン（総務省、2026年５月最終改定）に掲載されている図に基づく
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりです。

なお、文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報 第２ 事業

の状況 ３ 事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

(7) その他

⑦ サイバー攻撃や不正アクセスによる影響について

昨今、生成AI（生成型人工知能）の性能が飛躍的に向上し、サイバー攻撃及び不正アクセスの手法が高度化して

おり、サイバーセキュリティに関するリスクが高まっています。

当社は、顧客情報及びその他の機密情報（以下、本項目において「顧客情報等」といいます）を管理している情

報システムへのアクセスに一定の制限を設け、アクセス状況を監視するとともに、情報システムの安全性等につい

て定期的に監査を行い、従業員に対する教育及び研修を実施するなど、サイバーセキュリティを維持するための取

り組みを行っております。

しかしながら、これらの取り組みにもかかわらず、当社グループもしくは業務委託先またはこれらの役員もしく

は従業員等（以下、本項目において「当社グループ等」といいます）の故意もしくは過失、または悪意を持った第

三者によるサイバー攻撃、ハッキング、その他不正アクセスなど（以下、本項目において「サイバー攻撃等」とい

います）により、顧客情報等の漏洩や消失などが発生する可能性を完全に取り除くことはできません。

サイバー攻撃等により、当社グループ等が保有または利用する情報システムから顧客情報等が漏洩した場合に

は、顧客からの信用を喪失することによる販売不振や、情報が漏洩した顧客からの損害賠償請求等が発生し、当社

グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、サイバー攻撃等により、当社グループが提供するサービスの全部もしくは一部が停止し、または当社グ

ループが提供するサービスの水準が低下する事態が生じた場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 

(1）経営成績の状況

当社は、当中間連結会計期間において、2026年５月に策定した「ビジョン2030」に基づき、「デジタルに『信頼』

を取り戻す」ための取り組みを進めてまいりました。

当中間連結会計期間では、「日本通信SIM」を中心とする通信サービス事業が引き続き成長し、当社グループの売

上高は6,437百万円（前年同期比14.3％増）となりました。一方、通信サービス事業及びデジタルトラスト事業のい

ずれにおいても、将来の成長に向けた先行投資等を積極的に実施したことから、利益は前年同期を下回りました。通

信サービス事業では、当中間連結会計期間からネオキャリアに係る株式会社NTTドコモ（以下、「ドコモ」といいま

す）の網改造料を含むネットワーク関連費用189百万円を計上し、デジタルトラスト事業では、2026年７月に開催し

た「FPoS Developers Conference 2026」に関連する広告宣伝費等237百万円を計上しました。これらの費用増加によ

り、調整後EBITDAは181百万円（同75.6％減）、営業利益は0百万円（同99.8％減）となりました。また、社債発行に

伴う支払利息の負担により、経常損失は40百万円（前年同期は577百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する中間

純損失は47百万円（前年同期は444百万円の親会社株主に帰属する中間純利益）となりました。

 

①通信サービス事業について

日本通信SIM

当社は、2020年６月の総務大臣裁定を受け、2020年７月に大手携帯電話事業者と同等の音声定額プランを提供する

「日本通信SIM」を発売して以来、お客様のライフスタイルに合わせた商品ラインナップの充実を図っています。

 

「日本通信SIM」は、株式会社J.D. パワー ジャパンによる「2025年携帯電話サービス顧客満足度調査」MVNO部門に

おいて、２年連続で総合満足度第１位を受賞しています。「日本通信SIM」は、通信品質と合理的な料金体系を高く

評価していただき、契約回線数及び売上高ともに堅調な成長を維持しており、2026年９月末時点の月額課金の契約回

線数は114万回線となりました。

総務省が2026年９月25日に公表した「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ（令和８年度第

１四半期（６月末））」では、前四半期に続いて、MVNOサービスの「SIMカード型の契約数における事業者別シェア

の推移」でシェア５位のMVNO事業者として位置付けられています。

 

当社は、2026年６月、通信サービスのお申込み等にご利用いただいている「日本通信アプリ」について、当社が特

許を取得した技術であるFPoS（FinTech Platform over Security module）に対応させるアップグレードを実施しま

した。これにより、お客様は、従来のID/パスワードに２段階認証を組み合わせた方法に代えて、FPoSにより、電子

署名法に基づく認定電子証明書を利用する方法でお客様専用ページにログインできるようになりました。

FPoSでは、マイナンバーカードの公的個人認証による身元確認を行ったうえで、電子署名法の認定を得た電子認証

局が電子証明書を発行し、同時にスマートフォン内の安全な領域に秘密鍵を生成します。お客様がFPoSでお客様専用

ページにログインする際は、ハッキングされる恐れのない秘密鍵によって電子証明書に搭載された住所・氏名・生年

月日を確認することで、お客様本人に間違いないという当人認証を行っています。この方法は、お客様にとって簡単

でありながら、セキュリティレベルを大幅に強化するものです。

なお、FPoSによるお客様専用ページへのログインは、PCやタブレット等のブラウザから利用することもできます

（ブラウザの画面に表示されたQRコードをスマートフォンの日本通信アプリで読み取り、電子証明書を利用していた

だきます）。

 

blue mobile

当社は、ドコモの音声・SMS網との相互接続について、2026年７月27日にドコモと相互接続協定を締結し、2027年

４月頃を目途に「blue mobile」のブランドでネオキャリアとしてのサービスを開始する予定です。

ネオキャリアとしてのサービスの開始予定時期は2025年11月６日の公表資料で2026年11月24日としていましたが、

MNO事業者（音声事業者としてのドコモを含む）、NTT東西及びその他の固定網の音声事業者との相互接続において、

いくつかテクニカルな課題があることが判明したことから、５ヶ月程度延期する必要があると判断しました。詳しく

は、2026年10月28日付け公表資料「（開示事項の経過）ドコモの音声通信網及びSMS網との相互接続に基づく新サー

ビスの開始予定時期の変更に関するお知らせ」をご参照ください。

 

当社は、2026年３月までに、ネオキャリアのための初期投資資金である総額60億円の調達を完了しており、ネット

ワークの構築、接続試験及びオペレーションの整備等を進めております。これらの取り組みに伴い、当中間連結会計

期間において、ドコモとの接続に係るドコモ音声網に係る改造料等を売上原価として計上しました。

「日本通信SIM」のお客様には、FPoSに対応した「日本通信アプリ」をご利用いただくことで、「blue mobile」の

サービスに円滑に移行していただくことを想定しております。
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当社は、引き続き、FPoSの認証を活用し、セキュリティを確保した形で、高品質の通信サービスを合理的な料金体

系で提供してまいります。

 

②デジタルトラスト事業について

社会・経済の多くの分野でデジタル・トランスフォーメーション（DX）が進む中、デジタルIDの重要性が改めて認識

されています。当社は、FPoSを活用し、スマートフォンで利用可能なデジタルIDを構築・提供する事業を推進していま

す。なお、FPoSによるサービスの提供者は当社の子会社であるmy FinTech株式会社となります。

 

FPoSは、信頼の礎である３つの機能を提供します。本人確認機能（身元確認）、当人認証機能（ハッキングされる恐

れのないログイン）、及び電子署名機能（真正性の担保）です。現在は、マイナンバーカードの公的個人認証による身

元確認、電子証明書を利用した安全・簡便な当人認証（ログイン）、及び、実印と同様の法的な効力を有する電子署名

（電子署名法に基づく認定電子証明書による電子署名）を提供しています。

 

当社は、FPoSの普及及び社会実装に向けた取り組みの一環として、2026年７月28日及び29日の２日間、東京国際

フォーラムにおいて、「FPoS Developers Conference 2026」を開催しました。「Trust by Design/デジタルに、信頼

を取り戻す。」をテーマとして、デジタル社会における信頼のあり方について議論するとともに、金融、自治体、医

療、地域通貨・決済、電子契約、AI等の幅広い分野において、FPoSの社会実装に向けた取り組みが行われていることが

発表されました。DAY1ではデジタル社会における「信頼」の設計等について議論し、DAY2ではFPoSの技術、ID、AI、金

融、電子契約に加え、自治体、医療、防災、教育等の具体的な利用領域を取り上げました。

 

当社は、これらの取り組みを通じて、FPoSの利用領域を拡大するとともに、デジタル社会における信頼基盤としての

社会実装を進めてまいります。

 

(2）資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当中間期末における流動資産は7,438百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,015百万円減少しました。これは主

に現金及び預金が1,198百万円減少したことによるものです。固定資産は4,798百万円となり、前連結会計年度末に比

べ1,344百万円増加しました。これは主に無形固定資産が1,087百万円増加したことによるものです。繰延資産は80百

万円となり、前連結会計年度末に比べ6百万円減少しました。

この結果、総資産は12,317百万円となり、前連結会計年度末に比べ322百万円増加しました。

 

（負債）

当中間期末における流動負債は3,208百万円となり、前連結会計年度末に比べ764百万円増加しました。これは主に

未払金が741百万円増加したことによるものです。固定負債は4,466百万円となり、前連結会計年度末に比べ443百万

円減少しました。

この結果、負債は7,674百万円となり、前連結会計年度末に比べ321百万円増加しました。

 

（純資産）

当中間期末における純資産は4,642百万円となり、前連結会計年度末に比べ0百万円増加しました。これは主に非支

配株主持分が53百万円増加した一方、親会社株主に帰属する中間純損失47百万円を計上したことによるものです。

この結果、自己資本比率は36.2％（前連結会計年度末は37.6％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

当中間期における現金及び現金同等物の期末残高は5,908百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,198百万円減少

しました。

当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは98百万円の収入（前年同期は537百万円の収入）となりました。これは主に

仕入債務が225百万円増加した一方、税金等調整前中間純損失57百万円を計上したことによるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは862百万円の支出（前年同期は1,465百万円の支出）となりました。これは主

に有形固定資産の取得による支出139百万円、無形固定資産の取得による支出501百万円、長期貸付けによる支出200

百万円によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは432百万円の支出（前年同期は149百万円の支出）となりました。これは主に

社債の償還による支出426百万円によるものです。

 

(4）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標

等について重要な変更はありません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

 

(7）研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は90百万円です。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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３【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりです。

会社名 相手方の名称 国名 契約名称 契約内容 契約期間

日本通信㈱
株式会社ＮＴＴ

ドコモ
日本 相互接続協定書

ＩＭＳ接続方式による４

Ｇ及び５Ｇネットワーク

の相互接続に関する協定

契約期間の定めなし

（締結日：2026年７月

27日）

 

また、当中間連結会計期間において失効した重要な契約は次のとおりです。

会社名 相手方の名称 国名 契約名称 契約内容 契約期間

日本通信㈱
株式会社ＮＴＴ

ドコモ
日本 相互接続協定書（注）

レイヤー２による４Ｇ及

び５Ｇネットワークの相

互接続に関する協定

契約期間の定めなし

（締結日：2009年３月

13日）

　（注）2026年７月27日に株式会社ＮＴＴドコモと締結した「相互接続協定書」の効力の発生に伴い、2009年３月13日に

同社と締結した「相互接続協定書」は失効しました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 435,000,000

計 435,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名または登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 167,728,739 167,728,739
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 167,728,739 167,728,739 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2026年11月１日から当半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発

行された株式数は含まれていません。

　　　２．発行済株式のうち2,114,500株は、譲渡制限付株式報酬として、会社法第202条の２に基づく無償交付により発

行したものです。

　　　３．発行済株式のうち1,356,000株は、譲渡制限付株式報酬として、現物出資（金銭報酬債権　227,876千円）によ

り発行したものです。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年７月31日

（注１）
560,000 167,398,739 － 653,878 － 233,419

2026年７月31日

（注２）
330,000 167,728,739 19,470 673,348 19,470 252,889

（注）１．当社の取締役８名に対する譲渡制限付株式報酬としての募集株式の発行によるものです。

発行形態　　第三者割当（会社法第202条の２に基づく無償交付）

発行価格　　１株につき118円（当該株式の発行に係る当社普通株式の公正な評価額）

資本組入額　１株につき59円（当該譲渡制限付株式の譲渡制限期間が属する各事業年度の末日に、会社計算

規則の規定に従って算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額を資本に組み入れるた

め、募集株式の発行日において資本への組入れはありません）

２．当社の執行役員等６名に対する譲渡制限付株式報酬としての募集株式の発行によるものです。

発行形態　　第三者割当（金銭報酬債権（38,940千円）の現物出資による）

発行価格　　１株につき118円（当該株式の発行に係る会社法上の払込金額）

資本組入額　１株につき59円
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
（自己株式
を除く）の
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）
（注１）

BANK JULIUS BAER AND CO ., LTD.（注

２）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀

行）

BAHNHOFSTRASSE 36, P.O.BOX 8010，CH-8001

ZURICH，SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　決

済事業部）

15,737,800 9.38

NATIONAL FINANCIAL SERVICES LLC

（注３）

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エ

イ東京支店）

1209 ORANGE STREET, WILMINGTON, NEW

CASTLE COUNTRY, DELAWARE 19801 USA

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

12,928,239 7.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）（注４）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
12,244,500 7.30

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

（注４）
東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,697,600 2.80

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山二丁目６番21号 2,173,300 1.29

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目13番１号 2,005,022 1.19

上田八木短資株式会社 大阪府大阪市中央区高麗橋二丁目４番２号 1,900,000 1.13

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（リテール信託口620019886）（注５）

東京都港区赤坂一丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
1,647,400 0.98

和田　佳一郎 兵庫県西宮市 1,561,000 0.93

松井証券株式会社 東京都千代田区麴町一丁目４番地 1,490,700 0.88

計（注６） － 56,385,561 33.62

（注）１．発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てています。

２．当該株主の所有株式数は当社代表取締役会長三田聖二が実質的に所有しています。なお、当社代表取締役会長

三田聖二は、同氏が個人名義で所有する株式数と合わせて、当社株式16,569,300株（発行済株式（自己株式を

除く）の総数に対する所有株式数の割合：9.88％）を所有しています。

３．2026年３月31日現在において、当該株主の所有株式数のうち12,916,739株（2026年９月30日現在の発行済株式

（自己株式を除く）の総数に対する当該株式数の割合：7.70％）は当社代表取締役会長三田聖二の実姉である

テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏が実質的に所有していることを確認しましたが、2026年９月30日現

在における同氏の所有株式数は確認できておりません。なお、2023年９月19日付で公衆の縦覧に供されている

大量保有報告書（変更報告書）には、テレーザ・エス・ヴォンダーシュミット氏の2019年11月29日現在の所有

株式数が13,516,739株であり、同日現在の同氏の株券等保有割合が8.30％である旨が記載されています。

４．当該株主の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、当社において把握することができません。

５．当該株主の所有株式数は当社代表取締役社長兼CEO福田尚久が実質的に保有しています。なお、当社代表取締

役社長兼CEO福田尚久は、同氏が個人名義で所有する株式数と合わせて、当社株式2,534,400株（発行済株式

（自己株式を除く）の総数に対する所有株式数の割合：1.51％）を所有しています。

６．上記の大株主10名の所有株式数に当社代表取締役会長三田聖二及び当社代表取締役社長兼CEO福田尚久が個人

名義で所有する株式数を加えた株式数は58,104,061株（発行済株式（自己株式を除く）の総数に対する所有株

式数の割合：34.64％）です。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 29,500 －

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 167,659,900 1,676,599 同上

単元未満株式 普通株式 39,339 － 同上

発行済株式総数  167,728,739 － －

総株主の議決権  － 1,676,599 －

（注）「単元未満株式」の株式数には、自己株式74株が含まれています。

 

 

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

日本通信株式会社
東京都港区虎ノ門

四丁目１番28号
29,500 － 29,500 0.01

計 － 29,500 － 29,500 0.01

（注）１．上記の他、単元未満株式74株を保有しています。

　　　２．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てています。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、城南監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,107,324 5,908,386

売掛金 879,731 953,058

商品 67,018 86,830

貯蔵品 3,967 3,967

未収入金 98,386 85,549

その他 339,302 445,546

貸倒引当金 △41,837 △44,906

流動資産合計 8,453,893 7,438,431

固定資産   

有形固定資産   

建物 149,437 193,843

減価償却累計額 △81,801 △85,158

建物（純額） 67,636 108,685

車両運搬具 28,707 28,707

減価償却累計額 △16,385 △18,473

車両運搬具（純額） 12,321 10,234

工具、器具及び備品 1,241,473 1,354,452

減価償却累計額 △905,995 △976,207

工具、器具及び備品（純額） 335,478 378,244

リース資産 342,537 342,537

減価償却累計額 △319,311 △323,481

リース資産（純額） 23,225 19,056

土地 59,918 59,918

建設仮勘定 33,452 452

有形固定資産合計 532,031 576,590

無形固定資産   

商標権 3,696 42,796

ソフトウエア 448,954 1,371,527

ソフトウエア仮勘定 1,790,470 1,916,659

無形固定資産合計 2,243,121 3,330,984

投資その他の資産   

投資有価証券 190,973 164,454

長期貸付金 300,000 500,000

敷金及び保証金 87,885 84,991

その他 100,244 141,576

投資その他の資産合計 679,104 891,022

固定資産合計 3,454,257 4,798,597

繰延資産   

社債発行費 87,092 80,546

繰延資産合計 87,092 80,546

資産合計 11,995,243 12,317,575

 

EDINET提出書類

日本通信株式会社(E04473)

半期報告書

16/25



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 571,960 797,680

１年内償還予定の社債 852,000 852,000

未払金 283,453 1,025,158

未払法人税等 160,139 23,401

前受収益 97,991 78,081

預り金 309,822 299,707

その他 167,952 132,204

流動負債合計 2,443,320 3,208,234

固定負債   

社債 4,862,000 4,436,000

長期未払金 6,684 2,122

長期前受収益 14,889 9,447

リース債務 26,251 19,089

固定負債合計 4,909,824 4,466,659

負債合計 7,353,145 7,674,894

純資産の部   

株主資本   

資本金 653,878 673,348

資本剰余金 261,680 242,114

利益剰余金 3,508,829 3,461,352

自己株式 △2,192 △2,201

株主資本合計 4,422,196 4,374,614

その他の包括利益累計額   

為替換算調整勘定 84,409 78,921

その他の包括利益累計額合計 84,409 78,921

新株予約権 114,055 114,055

非支配株主持分 21,436 75,090

純資産合計 4,642,097 4,642,681

負債純資産合計 11,995,243 12,317,575
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

     （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 5,632,935 6,437,203

売上原価 3,428,936 4,364,177

売上総利益 2,203,998 2,073,025

販売費及び一般管理費 ※１ 1,621,197 ※１ 2,072,123

営業利益 582,801 902

営業外収益   

受取利息 5,116 11,349

為替差益 － 1,344

持分法による投資利益 11,496 12,046

雑収入 258 235

営業外収益合計 16,871 24,976

営業外費用   

支払利息 792 571

社債利息 14,571 56,676

社債発行費償却 2,007 6,545

為替差損 4,544 －

支払手数料 172 2,091

雑損失 152 829

営業外費用合計 22,241 66,715

経常利益又は経常損失（△） 577,432 △40,836

特別利益   

投資有価証券売却益 － 18,557

特別利益合計 － 18,557

特別損失   

投資有価証券評価損 ※２ 42,512 ※２ 35,616

特別損失合計 42,512 35,616

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
534,919 △57,895

法人税、住民税及び事業税 118,393 6,631

法人税等合計 118,393 6,631

中間純利益又は中間純損失（△） 416,526 △64,527

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △28,025 △17,049

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
444,551 △47,477
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） 416,526 △64,527

その他の包括利益   

為替換算調整勘定 3,320 △5,487

その他の包括利益合計 3,320 △5,487

中間包括利益 419,846 △70,015

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 447,872 △52,965

非支配株主に係る中間包括利益 △28,025 △17,049
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
534,919 △57,895

減価償却費 133,532 142,206

受取利息及び受取配当金 △5,116 △11,349

支払利息及び社債利息 15,364 57,248

持分法による投資損益（△は益） △11,496 △12,046

為替差損益（△は益） 2,680 △3,482

投資有価証券売却損益（△は益） － △18,557

投資有価証券評価損益（△は益） 42,512 35,616

売上債権の増減額（△は増加） △57,551 △73,441

棚卸資産の増減額（△は増加） △20,519 △21,522

仕入債務の増減額（△は減少） 95,343 225,954

未収入金の増減額（△は増加） 17,777 12,836

前受収益の増減額（△は減少） △13,370 △19,532

長期前受収益の増減額（△は減少） △13,661 △5,274

未払又は未収消費税等の増減額 △17,184 △135,504

その他 △110,415 163,344

小計 592,814 278,600

利息及び配当金の受取額 6,462 12,259

利息の支払額 △15,392 △57,734

法人税等の支払額 △46,661 △134,477

営業活動によるキャッシュ・フロー 537,222 98,648

投資活動によるキャッシュ・フロー   

短期貸付金の増減額（△は増加） △2,645 －

有形固定資産の取得による支出 △228,700 △139,870

無形固定資産の取得による支出 △1,148,846 △501,274

投資有価証券の売却による収入 － 21,507

投資有価証券の取得による支出 △15,044 －

長期貸付けによる支出 － △200,000

敷金及び保証金の回収による収入 － 1,280

敷金及び保証金の差入による支出 △23,220 △9,460

長期前払費用の取得による支出 △47,021 △35,172

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,465,479 △862,990

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の償還による支出 △143,000 △426,000

リース債務の返済による支出 △6,737 △6,946

自己株式の取得による支出 － △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △149,737 △432,954

現金及び現金同等物に係る換算差額 366 △1,641

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,077,628 △1,198,938

現金及び現金同等物の期首残高 4,300,365 7,107,324

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,222,737 ※ 5,908,386
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

給料手当 674,944千円 756,415千円

貸倒引当金繰入額 30,470 3,075

 

 

※２　当社グループは、当中間連結会計期間に係る投資有価証券の減損処理の方法として、切放し法を適用して

います。

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 3,222,737千円 5,908,386千円

現金及び現金同等物 3,222,737 5,908,386

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは「モバイル通信サービス及びモバイル・ソリューション」の単一セグメントであるため、記載を

省略しています。

 

 

（収益認識関係）

当社グループは「モバイル通信サービス及びモバイル・ソリューション」の単一セグメントであるため、セグメ

ント情報の記載を省略していますが、顧客との契約から生じる収益を分解した情報は以下のとおりです。

 

前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

（単位：千円）

MVNO事業 3,855,002

MVNE事業及びMSP事業 1,777,933

顧客との契約から生じる収益 5,632,935

その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,632,935

 

当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

（単位：千円）

MVNO事業 4,864,484

MVNE事業及びMSP事業 1,572,719

顧客との契約から生じる収益 6,437,203

その他の収益 －

外部顧客への売上高 6,437,203
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

(1）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間
純損失（△）

2円67銭 △0円28銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社
株主に帰属する中間純損失（△）（千円）

444,551 △47,477

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間
純利益又は普通株式に係る親会社株主に帰
属する中間純損失（△）（千円）

444,551 △47,477

普通株式の期中平均株式数（株） 166,285,997 167,110,715

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千
円）

－ －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動が
あったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、前中間連結会計期間は希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載していません。

当中間連結会計期間は潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失であるため記載していません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月５日

日本通信株式会社

取締役会　御中

 

城南監査法人

東京都渋谷区

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 坂　口　洋　二

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 宮　坂　直　慶

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本通信株式会

社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本通信株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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